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調査の概要

１ 調査の目的
平成16年事業所・企業統計調査は、我が国の民営の事業所及び企業を対象として、事業の種類や従業者数等、事業所及び企業の基本的事項を調査し、行政施策のための基礎資料並びに各種統計調査実施のための事業所及び企業の名簿を得ることを目的として実施した。

２ 調査の沿革
調査は統計法に基づく指定統計調査（指定統計第２号）として、「事業所統計調査」の名称で昭和22年に開始され、平成８年の調査から企業の実態把握を充実させたことに伴い、「事業所・企業統計調査」と名称を変更した。

調査は昭和23年調査から昭和56年調査までは３年ごと、昭和56年以降は５年ごとに実施している。なお、この中間年の調査として、民営事業所を対象として平成元年及び６年に事業所名簿整備のための調査を実施した後、平成８年調査の際、事業所・企業統計調査の簡易調査として位置づけられ、以後、簡易調査として、平成11年調査及び平成16年調査を実施している。
３ 調査の期日
平成16年6月1日
４ 調査の対象
調査日現在、国内に所在する民営の事業所。ただし、次の事業所は調査対象外とした。
(1) 日本標準産業分類（平成14年３月7日総務省告示第139号）の「大分類Ａ－農業」、「大分類Ｂ－林業」及び「大分類Ｃ－漁業」に属する個人経営の事業所
(2) 日本標準産業分類の「中分類83－その他の生活関連サービス業（小分類832－家事サービス業に限る）」及び「中分類94－外国公務」に属する事業所
５ 調査事項

[事業所に関する事項]
名称及び電話番号、所在地、経営組織、本所・支所の別、開設時期、従業者数、

事業の種類

[会社企業に関する事項]
資本金の額、会社全体の常用雇用者数、会社全体の主な事業の種類

６ 調査の方法
調査は次に示す流れにより、調査員が事業所に出向いて調査票を配布し､事業主等が記入（自計申告）した調査票を取集する方法により行った。
総務省 → 都道府県 → 市町村 → 指導員・調査員 → 事業所
なお、今回の調査は調査対象の事業所及び企業の負担を軽減し、より効果的に調査を実施する観点から、「サービス業基本調査（総務省所管）」及び「商業統計調査（経済産業省所管）」と同時に一枚の調査票で実施した。
利用上の注意
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この速報は、平成16年6月1日現在で実施された「平成16年事業所・企業統計調査（簡易調査）」（指定統計第２号）の主要結果について、本県分を集計したものである。

１　統計表中の「－」は該当数値なし、「0」及び「0.0」は四捨五入による単位未満、「▲、－」はマイナスの数値を表している。
２　本文中及び統計表中の構成比及び増加率は、小数点以下第２位を四捨五入しているため、構成比については内訳が合計に一致しない場合がある。

３　増加率の年率は次式により算出した。
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          ｒ 　＝　  （Ｎ1／Ｎ0） －１　×100

          ｒ
： 増加率（年率）（％）       

          Ｎ1
： 当該調査年の調査結果（事業所数、従業者数など）

          Ｎ0
： 前回調査年の調査結果（事業所数、従業者数など）

          ｍ
： Ｎ0とＮ1の間の月数
４　新設率、廃業率は1年当たりの新設事業所数、廃業事業所数を求め、平成13年の事業所数で割り、100を掛けて算出した。

５　平成13年の産業分類別数値は平成14年３月７日に改訂された日本標準産業分類に基づいて組み替えられており、平成13年公表値とは必ずしも一致しない。
６　この「速報結果の概要」は、総務省から「平成16年事業所・企業統計調査」（指定統計第２号）の全国集計結果（速報）が公表されたので、静岡県分をとりまとめたものであるが、後日総務省から公表される確報集計結果とは数字が異なる場合がある。
結果の概要
１　事業所数及び従業者数
～３年前に比べ事業所数は7.0％の減少、従業者数は4.7％の減少～
平成16年6月1日現在の静岡県の民営事業所数は18万8,920事業所、従業者数は166万7,177人となっている。これを平成13年調査（以下、「前回調査」という。）と比べると、事業所数が1万4,113事業所（7.0％、年率2.7％）、従業者数が8万1,708人（4.7％、年率1.8％）減となっている。　　　（表１、図１、図２）
１事業所当たりの従業者数の推移をみると、事業所数、従業者数共に減少したものの、事業所数の減少率が従業者数の減少率を上回っていることから、１事業所当たりの従業者数は前回調査の8.6人から8.8人へと0.2人の増加となった。
（表１、図３）
表１　民営事業所数及び従業者数の推移（昭和50年～平成16年）
（単位：事業所）
	調査年
	民営事業所数
	従業者数
	1事業所当たり従業者数(人)

	
	事業所数
	増加率(％)
	従業者数
(人)
	増加率(％)
	

	
	
	
	年率
	
	
	年率
	

	昭和50年
	1975.5.15
	175,894
	－
	－
	1,266,931
	－
	－
	7.2

	53年
	1978.6.15
	189,235
	7.6
	2.4
	1,335,723
	5.4
	1.7
	7.1

	56年
	1981.7.1
	201,160
	6.3
	2.0
	1,448,599
	8.5
	2.7
	7.2

	61年
	1986.7.1
	209,433
	4.1
	0.8
	1,594,979
	10.1
	1.9
	7.6

	平成３年
	1991.7.1
	213,085
	1.7
	0.3
	1,769,013
	10.9
	2.1
	8.3

	８年
	1996.10.1
	213,480
	0.2
	0.0
	1,800,876
	1.8
	0.3
	8.4

	11年
	1999.7.1
	203,106
	▲4.9
	▲1.8
	1,709,080
	▲5.1
	▲1.9
	8.4

	13年
	2001.10.1
	203,033
	0.0
	0.0
	1,748,885
	2.3
	1.0
	8.6

	16年
	2004.6.1
	188,920
	▲7.0
	▲2.7
	1,667,177
	▲4.7
	▲1.8
	8.8


図１　民営事業所数及び従業者数の推移（昭和50年～平成16年）
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２ 産業別の動向
(1) 事業所数
～全事業所のうち約３割が「卸売・小売業」、

約２割が「サービス業（他に分類されないもの）」～
民営事業所数を産業大分類別にみると、「卸売・小売業」が5万1,400事業所で全産業の27.2％を占め最も多く、次いで「サービス業（他に分類されないもの）」が3万3,189事業所で17.6％、「飲食店､宿泊業」が2万6,331事業所で13.9％の順となっている。これら上位３産業で、全産業の58.7％と過半数を超える。
また、前回調査からの３年間の増加数をみると、「卸売・小売業」が6,655事業所（11.5％）減、「製造業」が2,489事業所（9.2％）減、「飲食店・宿泊業」が2,267事業所（7.9％）減と、「林業」及び「医療、福祉」を除く15産業で減少している。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（表２、図４）
次に、新設事業所を産業大分類別にみると、「卸売・小売業」が4,878事業所で全新設事業所の25.9％を占め、以下「飲食店､宿泊業」が3,839事業所で20.4％、「サービス業（他に分類されないもの）」が3,438事業所で18.2％、「製造業」が1,492事業所で7.9％の順となっている。
廃業事業所を産業大分類別にみると、「卸売・小売業」が9,628事業所で全廃業事業所の31.2％を占め、以下「飲食店､宿泊業」が5,926事業所で19.2％、「サービス業（他に分類されないもの）」が4,194事業所で13.6％、「製造業」が3,742事業所で12.1％の順となっている。　　　　　　　　　　　　　　（表３、図５）
表２　産業（大分類）別民営事業所数
（単位：事業所）
	産業大分類
	平成16年
	平成13年
	増加数
	増加率(％)

	
	事業所数
	構成比
(％)
	事業所数
	構成比
(％)
	
	

	全産業
	188,920
	100.0
	203,033
	100.0
	▲14,113
	▲ 7.0

	農業
	286
	0.2
	296
	0.1
	▲    10
	▲ 3.4

	林業
	24
	0.0
	24
	0.0
	0
	0.0

	漁業
	107
	0.1
	114
	0.1
	▲     7
	▲ 6.1

	鉱業
	80
	0.0
	82
	0.0
	▲     2
	▲ 2.4

	建設業
	20,789
	11.0
	22,230
	10.9
	▲ 1,441
	▲ 6.5

	製造業
	24,551
	13.0
	27,040
	13.3
	▲ 2,489
	▲ 9.2

	電気・ガス・熱供給・水道業
	126
	0.1
	132
	0.1
	▲     6
	▲ 4.5

	情報通信業
	1,201
	0.6
	1,445
	0.7
	▲   244
	▲16.9

	運輸業
	3,743
	2.0
	3,913
	1.9
	▲   170
	▲ 4.3

	卸売・小売業
	51,400
	27.2
	58,055
	28.6
	▲ 6,655
	▲11.5

	金融・保険業
	2,749
	1.5
	3,127
	1.5
	▲   378
	▲12.1

	不動産業
	9,712
	5.1
	9,912
	4.9
	▲   200
	▲ 2.0

	飲食店、宿泊業
	26,331
	13.9
	28,598
	14.1
	▲ 2,267
	▲ 7.9

	医療、福祉
	7,666
	4.1
	7,296
	3.6
	370
	5.1

	教育、学習支援業
	5,945
	3.1
	6,091
	3.0
	▲   146
	▲ 2.4

	複合サービス事業
	1,021
	0.5
	1,136
	0.6
	▲   115
	▲10.1

	サービス業
（他に分類されないもの）
	33,189
	17.6
	33,542
	16.5
	▲   353
	▲ 1.1


図４　産業（大分類）別民営事業所構成比
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表３　産業（大分類）別新設及び廃業民営事業所数
（単位：事業所）
	産業大分類
	平成16年
	平成13年
	新設事業所
	廃業事業所

	
	
	
	事業所
	新設率
（％）
	構成比
（％）
	事業所
	廃業率
（％）
	構成比
（％）

	全産業
	188,920
	203,033
	18,853
	3.5 
	100.0 
	30,868
	5.7 
	100.0 

	農業
	286
	296
	19
	0.0 
	0.1 
	32
	0.0 
	0.1 

	林業
	24
	24
	5
	0.0 
	0.0 
	3
	0.0 
	0.0 

	漁業
	107
	114
	6
	0.0 
	0.0 
	12
	0.0 
	0.0 

	鉱業
	80
	82
	6
	0.0 
	0.0 
	10
	0.0 
	0.0 

	建設業
	20,789
	22,230
	1,374
	0.3 
	7.3 
	2,775
	0.5 
	9.0 

	製造業
	24,551
	27,040
	1,492
	0.3 
	7.9 
	3,742
	0.7 
	12.1 

	電気・ガス・熱供給・水道業
	126
	132
	5
	0.0 
	0.0 
	11
	0.0 
	0.0 

	情報通信業
	1,201
	1,445
	286
	0.1 
	1.5 
	456
	0.1 
	1.5 

	運輸業
	3,743
	3,913
	384
	0.1 
	2.0 
	597
	0.1 
	1.9 

	卸売・小売業
	51,400
	58,055
	4,878
	0.9 
	25.9 
	9,628
	1.8 
	31.2 

	金融・保険業
	2,749
	3,127
	337
	0.1 
	1.8 
	699
	0.1 
	2.3 

	不動産業
	9,712
	9,912
	749
	0.1 
	4.0 
	903
	0.2 
	2.9 

	飲食店、宿泊業
	26,331
	28,598
	3,839
	0.7 
	20.4 
	5,926
	1.1 
	19.2 

	医療、福祉
	7,666
	7,296
	1,138
	0.2 
	6.0 
	759
	0.1 
	2.5 

	教育、学習支援業
	5,945
	6,091
	864
	0.2 
	4.6 
	1,011
	0.2 
	3.3 

	複合サービス事業
	1,021
	1,136
	33
	0.0 
	0.2 
	110
	0.0 
	0.4 

	サービス業
（他に分類されないもの）
	33,189
	33,542
	3,438
	0.6 
	18.2 
	4,194
	0.8 
	13.6 


· 新設率、廃業率は1年当たりの新設事業所数、廃業事業所数を求め、平成13年の事業所数で割り、100を掛けて算出した。（再掲）
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図５　産業（大分類）別新設及び廃業民営事業所数

(2) 従業者数
～「製造業」、「卸売・小売業」、
「サービス業（他に分類されないもの）」で全従業者数の６割を超える～
従業者数を大分類別にみると、「製造業」が49万5,236人で全産業の29.7％を占め最も多く、次いで「卸売・小売業」が34万134人で20.4％、「サービス業（他に分類されないもの）」が22万4,000人で13.4％の順となっている。これら上位３産業で全産業の63.5％を占める。
また、前回調査からの３年間の増加数をみると、減少は「製造業」が3万7,958人（7.1％）減、「卸売・小売業」が3万7,160人（9.8％）減、「建設業」が1万6,026人（11.2％）減、「飲食店、宿泊業」が7,557人（4.8％）減となる一方、増加は「医療、福祉」が1万3,533人(15.1％)増、「サービス業（他に分類されないもの）」が1万1,982人（5.7％）増となっている。　　　　　（表４、図６）
次に、新設事業所における従業者数を産業大分類別にみると、「卸売・小売業」が4万577人で全産業の22.6％を占め最も多く、次いで「サービス業（他に分類されないもの）」が3万7,340人で20.8％、「製造業」が3万1,069人で17.3％、「飲食店、宿泊業」が2万5,766人で14.4％の順となっている。
廃業事業所における従業者数を産業大分類別にみると、「卸売・小売業」が4万9,585人で全産業の25.5％を占め最も多く、次いで「製造業」が4万5,146人で23.2％、「サービス業（他に分類されないもの）」が2万6,131人で13.4％、「飲食店、宿泊業」が2万4,927人で12.8％の順となっている。　　　（表５、図７）
表４　産業（大分類）別従業者数

（単位：人）
	産業大分類
	平成16年
	平成13年
	増加数
	増加率（％）

	
	従業者数
	構成比（％）
	従業者数
	構成比（％）
	
	

	全産業
	1,667,177
	100.0
	1,748,885
	100.0
	▲81,708
	▲ 4.7

	農業
	3,860
	0.2
	3,784
	0.2
	76
	2.0

	林業
	216
	0.0
	243
	0.0
	▲    27
	▲11.1

	漁業
	1,646
	0.1
	2,108
	0.1
	▲   462
	▲21.9

	鉱業
	840
	0.1
	961
	0.1
	▲   121
	▲12.6

	建設業
	127,292
	7.6
	143,318
	8.2
	▲16,026
	▲11.2

	製造業
	495,236
	29.7
	533,203
	30.5
	▲37,967
	▲ 7.1

	電気・ガス・

熱供給・水道業
	6,042
	0.4
	6,498
	0.4
	▲   456
	▲ 7.0

	情報通信業
	19,809
	1.2
	20,474
	1.2
	▲   665
	▲ 3.2

	運輸業
	87,297
	5.2
	88,569
	5.1
	▲ 1,272
	▲ 1.4

	卸売・小売業
	340,134
	20.4
	377,294
	21.6
	▲37,160
	▲ 9.8

	金融・保険業
	37,976
	2.3
	41,906
	2.4
	▲ 3,930
	▲ 9.4

	不動産業
	22,953
	1.4
	23,295
	1.3
	▲   342
	▲ 1.5

	飲食店、宿泊業
	150,769
	9.0
	158,326
	9.1
	▲ 7,557
	▲ 4.8

	医療、福祉
	103,026
	6.2
	89,493
	5.1
	13,533
	15.1

	教育、学習支援業
	34,102
	2.0
	33,721
	1.9
	381
	1.1

	複合サービス事業
	11,979
	0.7
	13,674
	0.8
	▲ 1,695
	▲12.4

	サービス業
（他に分類されないもの）
	224,000
	13.4
	212,018
	12.1
	11,982
	5.7


図６　産業（大分類）別従業者構成比
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第７表産業（大分類）別新設・廃業従業者数の動向
従業者数構成比従業者数構成比
表５　産業（大分類）別新設及び廃業民営事業所の従業者数
（単位：人）
	産業大分類
	平成16年
	平成13年
	新設事業所
	廃業事業所

	
	
	
	従業者数
	構成比（％）
	従業者数
	構成比（％）

	全産業
	1,667,177
	1,748,885
	179,300
	100.0
	194,329
	100.0

	農業
	3,860
	3,784
	179
	0.1
	274
	0.1

	林業
	216
	243
	47
	0.0
	19
	0.0

	漁業
	1,646
	2,108
	92
	0.1
	189
	0.1

	鉱業
	840
	961
	26
	0.0
	82
	0.0

	建設業
	127,292
	143,318
	8,723
	4.9
	15,169
	7.8

	製造業
	495,236
	533,203
	31,069
	17.3
	45,146
	23.2

	電気・ガス・

熱供給・水道業
	6,042
	6,498
	43
	0.0
	294
	0.2

	情報通信業
	19,809
	20,474
	4,945
	2.8
	4,595
	2.4

	運輸業
	87,297
	88,569
	7,529
	4.2
	9,211
	4.7

	卸売・小売業
	340,134
	377,294
	40,577
	22.6
	49,585
	25.5

	金融・保険業
	37,976
	41,906
	3,583
	2.0
	7,424
	3.8

	不動産業
	22,953
	23,295
	2,235
	1.2
	2,315
	1.2

	飲食店、宿泊業
	150,769
	158,326
	25,766
	14.4
	24,927
	12.8

	医療、福祉
	103,026
	89,493
	13,044
	7.3
	4,695
	2.4

	教育、学習支援業
	34,102
	33,721
	3,939
	2.2
	3,802
	2.0

	複合サービス事業
	11,979
	13,674
	163
	0.1
	471
	0.2

	サービス業
（他に分類されないもの）
	224,000
	212,018
	37,340
	20.8
	26,131
	13.4
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図７　産業（大分類）別新設及び廃業民営事業所の従業者数

３ 従業者規模別の動向
(1) 事業所数
～30人未満規模の事業所が全体の９割を超える～
従業者規模別に民営事業所数をみると、「1～4人規模」が11万9,397事業所で全体の63.2％を占め最も多く、次いで「5～9人規模」が3万4,984事業所で18.5％、「10～19人規模」が1万9,260事業所で10.2％、「20～29人規模」が6,344事業所で3.4％となっており、30人未満規模で全体の95.3％を占める。
また、前回調査からの３年間の増加数をみると、「1～4人規模」で9,143事業所（7.1％）の減、「5～9人規模」で3,036事業所（8.0％）の減、「10～19人規模」で1,156事業所（5.7％）の減となっている。　　　　（表６、図８、図９）
次に、従業者規模別に新設事業所数をみると、「1～4人規模」が1万706事業所（新設率3.1％）、「5～9人規模」が3,966事業所（同3.9％）、｢10～19人規模｣が2,426事業所（同4.5％）となっている。
従業者規模別に廃業事業所数をみると、「1～4人規模」が2万1,557事業所（廃業率6.3％）、「5～9人規模」が4,968事業所（同4.9％）、｢10～19人規模｣が2,622事業所（同4.8％）となっている。　　　　　　　　　　　　　　　　　（表６）

表６　従業者規模別にみた民営事業所数

（単位：事業所）
	従業者規模
	平成16年
	平成13年
	構成比（％）
	増加数
	増加率（％）
	新設数
	新設率（％）
	廃業数
	廃業率（％）

	
	
	
	平成16年
	平成13年
	
	
	
	
	
	

	全産業
	188,920
	203,033
	100.0
	100.0
	▲14,113
	▲7.0
	18,853
	3.5 
	30,868
	5.7 

	1  ～  4人
	119,397
	128,540
	63.2
	63.3
	▲9,143
	▲7.1
	10,706
	3.1 
	21,557
	6.3 

	5～9
	34,984
	38,020
	18.5
	18.7
	▲3,036
	▲8.0
	3,966
	3.9 
	4,968
	4.9 

	10～19
	19,260
	20,416
	10.2
	10.1
	▲1,156
	▲5.7
	2,426
	4.5 
	2,622
	4.8 

	20～29
	6,344
	6,508
	3.4
	3.2
	▲164
	▲2.5
	791
	4.6 
	779
	4.5 

	30～49
	4,270
	4,663
	2.3
	2.3
	▲393
	▲8.4
	485
	3.9 
	474
	3.8 

	50～99
	2,874
	2,958
	1.5
	1.5
	▲84
	▲2.8
	290
	3.7 
	267
	3.4 

	100～199
	1,065
	1,123
	0.6
	0.6
	▲58
	▲5.2
	90
	3.0 
	107
	3.6 

	200～299
	278
	266
	0.1
	0.1
	12
	4.5
	28
	3.9 
	22
	3.1 

	300人以上
	304
	311
	0.2
	0.2
	▲7
	▲2.3
	33
	4.0 
	22
	2.7 

	派遣・下請

従業者のみ
	144
	228
	0.1
	0.1
	▲84
	▲36.8
	38
	6.3 
	50
	8.2 


· 「派遣・下請従業者のみ」とは、当該事業所に所属する従業者が1人もいなく、外部から派遣された人のみで事業活動が行われている事業所をいう。

図８　従業者規模別にみた民営事業所構成比
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(2) 従業者数
～全体として減少する中、200人以上規模では増加傾向にある～
従業者規模別に従業者数をみると、「10～19人規模」が25万8,346人で全体の15.5％を占め最も多く、次いで「1～4人規模」が25万5,358人で15.3％、「5～9人規模」が22万7,446人で13.6％となっている。なお、全産業の95.3％を占める30人未満規模事業所の従業者数は、全従業者数の53.5％となっている。

（表７、図１０）

また、前回調査からの3年間の増加数をみると、「1～4人規模」で2万3,169人（8.3％）減、「5～9人規模」で1万9,578人(7.9％)減、「30～49人規模」で1万4,917人（8.5％）減となるなど200人未満では減少しているが、「200～299人規模」（4,044人、6.3％増）及び「300人以上規模」(1,756人、0.9％増)では増加傾向にある。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（表７、図９）

図９　従業者規模別にみた民営事業所数及び従業者数の増加率

表７　従業者規模別にみた従業者数

（単位：人）
	従業者規模
	平成16年
	平成13年
	構成比（％）
	増加数
	増加率（％）
	1事業所当たり従業者数

	
	
	
	平成16年
	平成13年
	
	
	

	全産業
	1,667,177
	1,748,885
	100.0
	100.0
	▲81,708
	▲4.7
	8.8

	1～4人
	255,358
	278,527
	15.3
	15.9
	▲23,169
	▲8.3
	2.1

	5～9
	227,446
	247,024
	13.6
	14.1
	▲19,578
	▲7.9
	6.5

	10～19
	258,346
	273,022
	15.5
	15.6
	▲14,676
	▲5.4
	13.4

	20～29
	150,943
	154,514
	9.1
	8.8
	▲ 3,571
	▲2.3
	23.8

	30～49
	160,654
	175,571
	9.6
	10.0
	▲14,917
	▲8.5
	37.6

	50～99
	195,912
	200,897
	11.8
	11.5
	▲ 4,985
	▲2.5
	68.2

	100～199
	144,648
	151,260
	8.7
	8.6
	▲ 6,612
	▲4.4
	135.8

	200～299
	67,981
	63,937
	4.1
	3.7
	4,044
	6.3
	244.5

	300人以上
	205,889
	204,133
	12.3
	11.7
	1,756
	0.9
	677.3

	派遣・下請

従業者のみ
	- 
	- 
	- 
	- 
	- 
	- 
	-   


· 「派遣・下請従業者のみ」とは、当該事業所に所属する従業者が1人もいなく、外部から派遣された人のみで事業活動が行われている事業所をいう。
図１０　従業者規模別にみた従業者構成比

４　市町村別の動向
(1)事業所数
～民営事業所数が最も多いのは静岡市、全市町村で事業所数が減少～
市町村別に民営事業所数をみると、静岡市3万7,973事業所（県全体の20.1％）、浜松市2万7,772事業所（同14.7％）、富士市1万2,089事業所（同6.4％）、沼津市1万1,745事業所（同6.2％）、焼津市5,957事業所（同3.2％）の順となっている。
また、市町村別に増加数をみると、すべての市町村で減少している。
（表８、統計表）
(2)従業者数
～掛川市、磐田市、吉田町、芝川町以外の市町村で減少～
市町村別に従業者数をみると、静岡市31万9,550人（県全体の19.2％）、浜松市27万7,353人（同16.6％）、富士市11万5,783人（同6.9％）、沼津市10万5,136人（同6.3％）、藤枝市4万8,148人（同2.9％）の順となっている。
また、市町村別に増加数をみると、掛川市が1,467人（3.9％）増、磐田市が1,234人（2.8％）増、吉田町が555人（3.7％）増、芝川町が166人（5.3％）増となったが、他の市町村では減少している。　　　　　　　　（表９、統計表）
表８　民営事業所数の上位１５市町村

（単位：事業所）
	平成16年
	平成13年

	市町村名
	民営事業所数
	構成比（％）
	市町村名
	民営事業所数
	構成比（％）

	静岡市
	37,973
	20.1
	浜松市
	29,958
	14.8

	浜松市
	27,772
	14.7
	静岡市
	28,296
	13.9

	富士市
	12,089
	6.4
	清水市
	13,262
	6.5

	沼津市
	11,745
	6.2
	富士市
	12,917
	6.4

	焼津市
	5,957
	3.2
	沼津市
	12,818
	6.3

	藤枝市
	5,850
	3.1
	焼津市
	6,385
	3.1

	三島市
	5,642
	3.0
	藤枝市
	6,158
	3.0

	富士宮市
	5,445
	2.9
	三島市
	6,150
	3.0

	伊東市
	5,123
	2.7
	富士宮市
	5,712
	2.8

	御殿場市
	3,805
	2.0
	伊東市
	5,674
	2.8

	掛川市
	3,771
	2.0
	浜北市
	3,936
	1.9

	浜北市
	3,704
	2.0
	御殿場市
	3,909
	1.9

	磐田市
	3,510
	1.9
	磐田市
	3,850
	1.9

	島田市
	3,349
	1.8
	掛川市
	3,850
	1.9

	熱海市
	3,319
	1.8
	熱海市
	3,622
	1.8


表９　従業者数の上位１５市町村

（単位：人）
	平成16年
	平成13年

	市町村名
	従業者数
	構成比（％）
	市町村名
	従業者数
	構成比（％）

	静岡市
	319,550
	19.2
	浜松市
	290,159
	16.6

	浜松市
	277,353
	16.6
	静岡市
	234,271
	13.4

	富士市
	115,783
	6.9
	富士市
	121,217
	6.9

	沼津市
	105,136
	6.3
	沼津市
	111,907
	6.4

	藤枝市
	48,148
	2.9
	清水市
	105,793
	6.0

	富士宮市
	46,263
	2.8
	藤枝市
	50,148
	2.9

	磐田市
	46,051
	2.8
	三島市
	47,261
	2.7

	焼津市
	45,705
	2.7
	焼津市
	47,033
	2.7

	三島市
	43,872
	2.6
	富士宮市
	46,299
	2.6

	掛川市
	39,145
	2.3
	磐田市
	44,817
	2.6

	御殿場市
	35,809
	2.1
	掛川市
	37,678
	2.2

	浜北市
	30,448
	1.8
	御殿場市
	37,315
	2.1

	伊東市
	29,130
	1.7
	浜北市
	31,839
	1.8

	袋井市
	29,117
	1.7
	伊東市
	31,162
	1.8

	裾野市
	27,247
	1.6
	島田市
	30,030
	1.7


用語の解説
１ 民営事業所
(1) 事業所とは､経済活動の場所的単位であって､原則として次の要件をそなえているものをいう。
① 経済活動が単一の経営主体のもとにおいて､一定の場所すなわち一区画を占めて行われていること。
② 財貨及びサービスの生産または提供が人及び設備を有して継続的に行われていること。すなわち､一般に商店､工場､事務所､営業所､銀行､学校､病院､寺院､旅館、などと呼ばれているものが事業所である。
(2) 民営とは､国及び地方公共団体の事業所を除く事業所をいう。ただし､今回はかつて国や地方公共団体の組織であった独立行政法人や日本郵政公社､国立大学法人などについても除いています。
２ 経営組織
(1) 個人経営
個人が事業を経営している場合をいう。
法人組織でなければ､共同経営の場合も個人経営に含めた。
(2) 法人
法律の規定によって法人格を認められているものが事業を経営している場合をいう。
① 会社
株式会社､有限会社､合名会社､合資会社､相互会社及び外国の会社をいう。外国の会社とは､外国において設立された法人の支店､営業所などで､商法の規定により日本にその事務所などを登記したものをいう。
なお､外国人の経営する会社や外国の資本が経営に参加しているいわゆる外資系の会社は､外国の会社とはしない。
② 会社以外の法人
法人格を持っているもののうち､会社以外の法人をいう。例えば､社団法人､財団法人､社会福祉法人､学校法人､各種の公団・公庫・事業団などが含まれる。
③ 法人でない団体
団体であるが法人格を持たないものをいう。
例えば､後援会､防犯協会､労働組合（法人格を持たないもの）などが含まれる。
３ 存続事業所等
(1) 存続事業所
存続事業所とは､平成13年事業所・企業統計調査で把握された事業所で、平成16年6月1日にも現存している事業所をいう。
(2) 新設事業所
新設事業所とは､平成13年事業所・企業統計調査の調査日（平成13年10月1日）の翌日以後に開設した事業所のほか､他の場所から移転してきたものを含めた事業所をいう。
(3) 廃業事業所
廃業事業所とは､平成13年事業所・企業統計調査の調査日（平成13年10月1日）の翌日以後に廃業した事業所のほか､他の場所に移転したものを含めた事業所をいう。
４ 従業者
従業者とは､調査日現在､当該事業所に所属して働いているすべての人をいう。従って､他の会社や下請先などの別経営の事業所へ派遣している人も含まれる。また､当該事業所で働いている人であっても､他の会社や下請先などの別経営の事業所から派遣されているなど､当該事業所から賃金・給与（現物給与を含む。）を支給されていない人は従業者に含めない。
なお､個人経営の事業所の家族従業者は､賃金・給与を支給されていなくても従業者とした。
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